
湯沢雄勝広域市町村圏組合

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 11,041,048 固定負債 4,356,951

有形固定資産 10,231,191 ※ 地方債等 3,039,464
事業用資産 9,520,156 長期未払金 0

土地 388,706 退職手当引当金 1,317,487
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 0
立木竹 0 その他 0
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 396,055
建物 12,082,216 1年内償還予定地方債等 293,190
建物減価償却累計額 △ 5,393,484 未払金 0
建物減損損失累計額 0 未払費用 0
工作物 8,517,950 前受金 0
工作物減価償却累計額 △ 6,075,232 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 97,619
船舶 566 預り金 5,246
船舶減価償却累計額 △ 566 その他 0
船舶減損損失累計額 0 4,753,005 ※

浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 11,041,295
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 4,694,555
航空機 0 他団体出資等分 △ 254
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 0

インフラ資産 0
土地 0
土地減損損失累計額 0
建物 0
建物減価償却累計額 0
建物減損損失累計額 0
工作物 0
工作物減価償却累計額 0
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 0

物品 1,943,098
物品減価償却累計額 △ 1,232,064
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 0
ソフトウェア 0
その他 0

投資その他の資産 809,858
投資及び出資金 0

有価証券 0
出資金 0
その他 0

長期延滞債権 0
長期貸付金 0
基金 809,858

減債基金 0
その他 809,858

その他 0
徴収不能引当金 0

流動資産 58,442
現金預金 58,442
未収金 0
短期貸付金 0
基金 0

財政調整基金 0
減債基金 0

棚卸資産 0
その他 0
徴収不能引当金 0

繰延資産 0 6,346,486

11,099,491 ※ 11,099,491

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結貸借対照表
（令和２年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



湯沢雄勝広域市町村圏組合

（単位：千円）

経常費用 3,145,430 ※

業務費用 2,755,632 ※

人件費 1,350,190 ※

職員給与費 1,215,259
賞与等引当金繰入額 97,619
退職手当引当金繰入額 4,382
その他 32,931

物件費等 1,383,122
物件費 632,004
維持補修費 110,593
減価償却費 640,525
その他 0

その他の業務費用 22,320
支払利息 18,465
徴収不能引当金繰入額 0
その他 3,855

移転費用 389,798 ※

補助金等 371,132
社会保障給付 17,415
他会計への繰出金 0
その他 1,252

経常収益 268,527 ※

使用料及び手数料 108,230
その他 160,296

純経常行政コスト 2,876,903
臨時損失 924

災害復旧事業費 0
資産除売却損 924
損失補償等引当金繰入額 0
その他 0

臨時利益 25
資産売却益 25
その他 0

純行政コスト 2,877,802

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 金額



湯沢雄勝広域市町村圏組合

（単位：千円）

前年度末純資産残高 6,993,660 ※ 10,578,488 △ 3,584,814 △ 13

純行政コスト（△） △ 2,877,802 △ 2,877,802 -

財源 2,483,856 2,483,856 -

税収等 2,482,934 2,482,934 -

国県等補助金 922 922 -

本年度差額 △ 393,946 △ 393,946 -

固定資産等の変動（内部変動） 715,795 △ 715,795

有形固定資産等の増加 1,696,632 △ 1,696,632

有形固定資産等の減少 △ 641,448 641,448

貸付金・基金等の増加 77 △ 77

貸付金・基金等の減少 △ 339,466 339,466

資産評価差額 0 0

無償所管換等 △ 252,988 △ 252,988

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 △ 241 △ 241

その他 0 0 0

本年度純資産変動額 △ 647,175 462,808 ※ △ 1,109,742 ※ △ 241

本年度末純資産残高 6,346,486 11,041,295 ※ △ 4,694,555 ※ △ 254

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　平成３１年４月１日

至　令和２年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



湯沢雄勝広域市町村圏組合

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 2,500,185

業務費用支出 2,110,387 ※

人件費支出 1,345,469
物件費等支出 742,597
支払利息支出 18,465
その他の支出 3,855

移転費用支出 389,798 ※

補助金等支出 371,132
社会保障給付支出 17,415
他会計への繰出支出 0
その他の支出 1,252

業務収入 2,721,005 ※

税収等収入 2,451,556
国県等補助金収入 922
使用料及び手数料収入 108,230
その他の収入 160,296

臨時支出 0
災害復旧事業費支出 0
その他の支出 0

臨時収入 0
業務活動収支 220,820
【投資活動収支】

投資活動支出 1,696,709
公共施設等整備費支出 1,696,632
基金積立金支出 77
投資及び出資金支出 0
貸付金支出 0
その他の支出 0

投資活動収入 348,539 ※

国県等補助金収入 0
基金取崩収入 317,137
貸付金元金回収収入 0
資産売却収入 25
その他の収入 31,378

投資活動収支 △ 1,348,170
【財務活動収支】

財務活動支出 248,472
地方債等償還支出 248,472
その他の支出 0

財務活動収入 1,404,300
地方債等発行収入 1,404,300
その他の収入 0

財務活動収支 1,155,828
28,478
24,727

△ 8
53,197

前年度末歳計外現金残高 4,743
本年度歳計外現金増減額 503
本年度末歳計外現金残高 5,246
本年度末現金預金残高 58,442 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成３１年４月１日
至　令和２年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



連結財務書類における注記 

 

１ 重要な会計方針 

⑴ 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産 … 取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和59年度以前に取得したもの … 再調達原価 

   イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの … 取得原価 

    取得原価が不明なもの … 再調達原価 

  ② 無形固定資産 … 取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの … 取得原価 

    取得原価が不明なもの … 再調達原価 

 

⑵ 有価証券等の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

⑶ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  該当はありません。 

 

⑷ 有形固定資産等の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（リース資産を除きます。） … 定額法 

 ② 無形固定資産（リース資産を除きます。） … 定額法 

 ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内

のリース取引及びリース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下のファイナ

ンス・リース取引を除きます。） … 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 投資損失引当金 

   投資及び出資がありませんので、計上していません。 

 ② 徴収不能引当金 

   未収金がありませんので、計上していません。 

 ③ 退職手当引当金 

   期末自己都合要支給額を計上しています。 

 ④ 損失補償等引当金 

   履行すべき額が確定していない損失補償債務等がありませんので、計上していま

せん。 

 ⑤ 賞与等引当金 



   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相

当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま

す。 

 

⑹ リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及

びリース料総額が300万円以下のファインナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

  なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の

受払いを含んでいます。 

 

⑻ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

⑼ 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

  該当はありません。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

 

⑴ 会計方針の変更 

   変更はありません。 

 

⑵ 表示方法の変更 

   変更はありません。 

 

⑶ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 

   変更はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

 

  該当はありません。 

 



４ 偶発債務 

 

 ⑴ 補償債務及び損失補償債務負担の状況 

   該当はありません。 

 

⑵ 係争中の訴訟等 

  該当はありません。 

 

５ 追加情報 

 

 ⑴ 連結対象団体（会計・事業） 

 

団体（会計・事業）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

秋田県市町村総合事務組合 

退職手当事業 
一部事務組合 みなし連結 ― 

秋田県市町村総合事務組合 

消防団員等公務災害補償等事業 
一部事務組合 比例連結 0.01％ 

秋田県市町村総合事務組合 

非常勤職員等公務災害補償事業 
一部事務組合 比例連結 0.27％ 

   一部事務組合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま

す。ただし、秋田県市町村総合事務組合（退職手当事業）については、連結財務書類

の貸借対照表に本組合の持分相当の退職手当に係る基金及び退職手当支給準備金（退

職手当引当金）を計上して連結したものとみなしています。 

 

⑵ 出納整理期間 

地方自治法第235条の５に基づき、出納整理期間を設けている団体（会計・事業）に

おいては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計・事業）と出納整理期間を設けてい

る団体（会計・事業）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現

金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

 

⑶ 表示単位未満の取扱い 

   千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

 ⑷ 過年度修正等に関する事項 

・ 固定資産台帳の登載漏れや取得価額の設定誤り等を修正したことによる資産の増

分（過年度修正分）14,803千円と、老人福祉センター及び皆瀬更生園を平成31年４

月１日付で湯沢市へ譲与したことに伴う資産の減分△267,791千円を合わせ、△



252,988千円を純資産変動計算書中「無償所管替等（固定資産等形成分）」に計上し

ています。 

 

⑸ 売却可能資産 

該当はありません。 

 


